
神戸市介護予防ケアマネジメント従事者

新任者研修

神戸市介護保険課



神戸市の総合事業と
介護予防の考え方について



神戸市の高齢化の状況
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神戸市では
約3,500人

要介護・要支援者 約9万4千人

介護予防支援事業所
約580人

居宅支援事業所
約1300人

一人50人
を担当！？

限られた人材は
いかに必要な人へ関わるか

介護人材の需要と供給

介護予防の効果を高め
担い手に回ってもらう

※2号認定者含む

神戸市では

※サービス未利用者含む



神戸市は、認定者のうち軽度者の割合が多い。

「神戸市介護保険制度の実施状況 令和6年9月末」引用
「厚生労働省介護保険事業状況報告 令和6年３月末」引用
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「神戸市介護保険制度の実施状況 令和６年９月分」引用

軽度者ほど、介護保険サービスを利用していない割合が多い。
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どのような状態にある者であっても、
生活機能の維持・向上を積極的に図ることが重要

①要介護状態になることをできる限り防ぐ（＝発生を予防する）

②要介護状態になっても,状態がそれ以上に悪化しないようにする
（＝維持･改善を図る）

介護予防の考え方について

その人の生活・人生を尊重し、できる限り自立した生活を送れるように支援する。

⇒すなわち｢自立支援」（＝介護保険の基本理念）

介護保険法 第４条（国民の努力及び義務）
国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生じ

る心身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状
態となった場合においても、進んでリハビリテーションその他の適正な保
険医療サービス及び福祉サービスを利用することにより、その有する能力
の維持向上に努めるものとする。



①健康な状態と要介護状態の中間です。

②フレイルであることに早めに気付いて、適切な対策を

とれば、元の状態に戻ることもできます。

③フレイルは複数の要因が影響しています。

神戸市では、フレイル対策に力を入れています

要支援者の特徴



予防給付
（全国一律
の基準）

地域支援事業

（ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
）

訪
問
介
護

（デ
イ
サ
ー
ビ
ス
）

通
所
介
護

地域支援
事業

介護
予防
事業

介護予防・日常生活支援総合事業

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス

名称
実施
方法

内容 利用者負担

介護予防
訪問サービス
（従前の訪問介護相当）

指定
従来の訪問介護と同じサービス。

ヘルパーにより、身体介護と掃除・買物などの生活援助
を提供

利用頻度によって

生活支援
訪問サービス
（訪問型サービス・Ａ）

指定
従事者の資格要件を緩和し、市の定める研修を修了し
た方等により、掃除・買物などの生活援助を提供

介護予防訪問サービス
の8割

住民主体
訪問サービス
（訪問型サービスＢ）

補助
ＮＰＯ法人等の有償ボランティアによる、掃除・買物など
の生活援助

サービス提供者が設定

通
所
型
サ
ー
ビ
ス

名称
実施
方法

内容 利用者負担

介護予防
通所サービス
（従前の通所介護相当）

指定 従来の通所介護と同じサービス 利用頻度によって

フレイル改善通所
サービス

（通所型サービス・Ｃ）

委託
フレイル改善のための栄養（食・口腔）、運動、社会参加
をバランスよく取り入れたプログラムを提供

1回200円（月800円）

一
般
介
護
予
防
事
業

名称 内容

地域拠点型一般
介 護 予 防 事 業

地域福祉センター等で週1回5時間程度、体操やレクリエーション、給食、専門職による介護予
防講座等、様々なメニューを提供

つ ど い の 場
支 援 事 業

月一回以上、通年開催などの要件を満たす通いの場を運営する団体に対して、場所代などの
運営費の一部を補助

フ レ イ ル 予 防
支 援 事 業

集団で行う簡易なフレイルチェックや、フレイル予防のための栄養（食・口腔）、運動、社会参加
についてのアドバイスを行う １回90分以上

Ｋ Ｏ Ｂ Ｅ シ ニ ア
元気ポイント事業

高齢者施設において高齢者施設等で掃除、洗濯物の整理などの活動を行った高齢者に、ポイ
ントを交付し、換金を行う

要支援１・２
の方が利用

神戸市が行う総合事業のサービス要支援１・２の
方が利用

神戸市が行う総合事業
要支援１・２
の方が利用

令和7年3月現在



●つどいの場やフレイル改善通所サービスの積極的な活用
地域のつどいの場（一般介護予防事業）やフレイル改善通所サービス等

を活用することで、日常生活行動の活発化や社会参加を促すきっかけにする。

●訪問型サービス利用上の留意点
訪問型サービスについては、利用者のホームヘルパー等への依存関係を

生みやすいことからサービス提供の目的を明確にすることが必要。

●福祉用具利用上の留意点

福祉用具の利用にあたっては、自立支援を損ねるおそれもあることから利用の妥当性、
適合性を精査する。【軽度者に対する福祉用具貸与例外給付の取り扱い】は神戸ケア
ネットで検索。

●医療系サービス（訪問看護・通所リハビリ等）利用上の留意点
医療系サービスを利用する際は、特に主治の医師又は歯科医師の意見を求める必要が

ある。

＜総合事業＞

＜予防給付＞

各種サービス選択に当たっての主な留意事項



対象者の目安 基準
下記要件のいずれかに該当する者
①身体介護が必要な方

②認知機能の低下による日常生活に支障をきた
すような行動や意思疎通の困難さがみられる方

③精神疾患等があり、ヘルパーの交代が病状等
の悪化につながる恐れがある等の理由により訪
問介護員による専門的な支援が必要と判断され
た方

④上記①～③に該当しない場合でも、心身の状
態像、家族の支援の状況などを十分にアセスメ
ントし、訪問介護員による専門的な支援が必要
と判断された方。

※生活支援訪問サービスの対象者であっても、
地域においてサービス事業者が確保できない場
合は、当分の間、介護予防訪問サービスをご利
用いただくことが可能。

①障害高齢者の日常生活自立度Ａ以上かつ身体介
護が必要な方

②認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上または、
主治医から認知症の診断を受けている方

③主治医意見書や障害者手帳等により、疾病や障
害の程度が確認できること。

④（例）
・退院直後で状態が変化しやすく、自立支援に向
けた専門的サービスが特に必要な方

・ゴミ屋敷となっている方や社会と断絶している
方などの専門的な支援を必要とする方

・心疾患や呼吸器疾患、がんなどの疾患により日
常生活の動作時の息切れ等により、日常生活に
支障がある方 等

介護予防訪問サービスを利用する際の対象者の目安です。

訪問系サービス選択の留意点



医学的な視点（主治医意見書）
がない状態

スクリーニング

基本チェックリストを実施

事業対象者

通所サービスを利用

健康状態確認シート

項目に該当

医師の意見を確認

ケアプラン原案作成

健康状態確認について

通常通り主治医と連携を行い、
サービス利用の可否や注意点に

ついて確認

目標シートの場合は、センター
記入欄に健康上の留意点を記載

※様式はマニュアル、
ホームページに掲載あり

通所系サービス選択の留意点

※フレイル改善通所サービスのみの場合



区分 対象者（利用者） 報酬単価
利用者負担月額
(１割負担を想定）

現行 －

事業対象者・要支援１・２
（週１回程度）

1,798 1,896円

要支援２（週2回程度） 3,621 3,817円

改正後

３時間
以上

事業対象者・要支援１・２
（週１回程度）

1,798 1,896円

要支援２（週2回程度） 3,621 3,817円

３時間
未満

事業対象者・要支援１・２
（週１回程度）

1,528 1,611円（△285円）

要支援２（週2回程度） 3,078 3,245円（△572円）

・改正後は、下記の料金単価となります。
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介護予防通所サービス

令和7年4月～



「栄養(食・口腔機能)」「運動」「社会参加」をバランスよく取り入れた
プログラムを提供。
サービス終了後も引き続き社会参加や健康づくり活動を継続できるよう

支援。（H30.10～フィットネス事業者に委託して実施）

概 要

実施会場：各区・支所1か所程度 (R7.3月時点34箇所)
対 象者： 65歳以上で事業対象者もしくは要支援１・２の方
期 間 ： 6ヶ月（週1回/90分）
利用料： 1回 200円
評 価：初回と6ヶ月通所時に体力測定により改善状況を把握

準
備

30分 60分 90分

受
付
体
調
確
認

フレイル講話
または

グループワーク

ｳｫｰ
ﾑ
ｱｯ
ﾌﾟ

指
と
頭
の
運
動

口
腔
体
操

ﾊﾞﾗﾝｽUP
ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ

休憩 筋力UPﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
ﾃﾞｭｱﾙ
ﾀｽｸUP
ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ

持久
力UP

ﾄﾚｰﾆ
ﾝｸﾞ

ｸｰﾙ
ﾀﾞｳﾝ

振り返り
宿題提示等

二重課題
（認知症予防）

1日の流れ(例）

フレイル改善通所サービス



要支援１・２ 事業対象者

サービス・活動事業（ヘルプ・デイ）
介護給付

予防給付

一般介護予防事業

要介護１～５

サービス・活動事業（ヘルプ・デイ）
を利用できる対象者

〈サービス〉

http://4.bp.blogspot.com/-J46bq82KrxM/UZSsdFSLOYI/AAAAAAAAS0c/EDjj7aVQOeU/s800/ojiisan_obaasan.png
http://3.bp.blogspot.com/-uvtO2f-t-bE/VufYNz47RsI/AAAAAAAA42s/HwlvkNgWxfwSd7-v3BzXKKylLmykjOV6A/s800/dendou_kurumaisu.png


①質問項目№1～20 までの20 項目のうち10 項
目以上に該当

総合

②質問項目№6～10 までの５項目のうち３項目
以上に該当

運動

③質問項目№11～12 の２項目のすべてに該当 栄養

④質問項目№13～15 までの３項目のうち２項
目以上に該当

口腔

⑤質問項目№16 に該当 外出

⑥質問項目№18～20 までの３項目のうちいず
れか１項目以上に該当

もの忘れ

⑦質問項目№21～25 までの５項目のうち２項
目以上に該当

こころ

事業対象者に該当する基準

基本チェックリストは、
あんしんすこやかセンターのみで
実施。

サービス事業によるサービスのみ
利用する場合は、迅速なサービス
利用を可能に。

事業対象者の判定に必要な基本チェックリスト



ケアマネジメント類型とサービス種別

類型 介護予防支援
ケアマネジメント

従来型
ケアマネジメント

簡易型

対象者 要支援者 要支援者・事業対象者

サービス
種別

・予防給付サービス

（介護予防訪問看護・

介護予防福祉用具貸
与・
介護予防通所リハビ
リテーション 等）

・介護予防訪問
サービス

・介護予防通所
サービス

(※重度)
※認知症高齢者の
日常生活自立度Ⅱ
以上、または障害
高齢者の日常生活
自立度Ａ以上

・生活支援訪問
サービス

・介護予防通所
サービス

(※軽度)
※認知症高齢者の
日常生活自立度が
自立またはI 、かつ
障害高齢者の日常
生活自立度が自立
またはＪ

・フレイル改善
通所サービス



予防給付サービスを利用する

はい いいえ

介護予防訪問サービスを利用する

はい いいえ

介護予防通所サービスを利用する

はい いいえ

状態像は認知症高齢者日常生
活自立度Ⅱ以上または障害高
齢者日常生活自立度A以上

はい

いいえ

生活支援訪問
サービスを利用する

はい

介護予防支援

介護予防ケアマネジメント
（簡易型）

介護予防ケアマネジ
メント（従来型）

いいえ

はい
☆ポイント☆
その方に必要なサービス
を選択し、最後に類型を
決める

フレイル改善通所
サービスを利用する

ケアマネジメント類型の選択について



ケアマネジメントのプロセス

利用する
サービス

プロセス
予防給付 総合事業のサービス事業のみ

ケアマネジメント

類型 介護予防支援
ケアマネジメント

従来型
ケアマネジメント

簡易型

アセスメント ○ ○ ○

ケアプラン
原案作成

○ ○ ○

サービス担当者
会議

○ ○
初回・変更○

継続△

利用者への
説明・同意

○ ○ ○

ケアプラン
確定・交付

○ ○ ○

モニタリング 毎月 毎月 3ヶ月に１回

評価 ○ ○ ○

○：実施 △：必要に応じて実施※フレイル改善通所サービスのみ利用は委託不可



少なくとも月１回（介護予防支援
の場合は3月に１回）の訪問による

モニタリングを基本としつつ

★

モニタリングの実施



【居宅介護支援】要介護（例）

【介護予防支援・ケアマネジメント従来型】要支援（例）

１月目 ２月目 ３月目 ４月目 ５月目 ６月目

モニタリング 〇 〇 〇 〇 〇 〇

実施方法 訪問 TV電話等 訪問 TV電話等 訪問 TV電話等

１月目 ２月目 ３月目 ４月目 ５月目 ６月目

モニタリング 〇 〇 〇 〇 〇 〇

実施方法 電話等 電話等 TV電話等 電話等 電話等 訪問

モニタリングの実施

※前回訪問から三月以内に訪問



【ケアマネジメント簡易型】

１月目 ２月目 ３月目 ４月目 ５月目 ６月目

モニタリング 〇 〇

実施方法 電話等 訪問

モニタリングの実施

【ケアマネジメント簡易型】フレイル改善通所サービスのみ

１月目 ２月目 ３月目 ４月目 ５月目 ６月目

モニタリング

実施方法
定期的な活動状況の把握

例）4月目に何らかの理由で訪問によるモニタリングを実施した場合、
次のモニタリングは7月目、10月目、訪問は12月目（評価月）でも可

← 前回モニタリングから三月以内にモニタリング →

訪問は6月目を基本とし、その前後の月も可

※事業所からの報告の確認含む。サービス提供期間中にサービス利用後のインフォーサービス等の提案を行う等。
本人の体調不良等の場合は継続利用の可否も含め、必要に応じて訪問し判断する。



【生活支援訪問サービス・介護予防通所サービス】

初回、変更申請、サービス内容変更時は、本人やサービス
提供事業所等が集まってサービス担当者会議を開催することを
必須とする。
継続の場合、必要に応じて開催。

【フレイル改善通所サービス】

サービス担当者会議は、本人やサービス提供事業所等が
集まって開催することは省略可能。サービス開始に
あたって必要な情報の共有など、事業者との連携を図る。

※フレイル改善通所サービスのケアマネジメントについては、
あんしんすこやかセンターにお尋ねください。

サービス担当者会議の実施方法
（ケアマネジメント簡易型）



・筋力を維持・筋力低下防止のためではなく、活動・参加・QOL
の向上が目的。⇒使い続ける必要性を再考。

・デイサービスに通うことが、楽しみ、人との交流の機会を保つ
のではなく、利用者の趣味や楽しみな活動ができる、自分の交
友関係が保て、交流を増やすための活動につなげる、広げてい
くことが重要。

●「筋力維持のためサービスがやめられない」からの脱却

介護予防ケアプラン作成のポイント①



●インフォーマルサービスの位置づけを強化

契約時やケアプラン作成のためのアセスメントの際、

インフォーマルサービスの紹介を行うこと

（つどいの場については、あんしんすこやかセンターに情報を

もらうこと。）

・つどいの場以外にも、

地域の資源（体育館や

スポーツジム、趣味活動の

習い事の場）等も提案

介護予防ケアプラン作成のポイント②

どこにどのような
つどいの場があるか

あんしんすこやかセンター
にご相談ください



●高齢者のセルフマネジメント力を高める関わり

・インフォーマルサービスの活用ができなかった

場合は、セルフケアを勧める

・利用者が介護予防にどう取り組むのかを一緒に

考える

・サービスで補うのではなく、自分でできることを

増やし、元気になるために支援することを伝える

バスに乗れる
ようになる

会いたい人に
会いに行ける

もう一度料理
を作れるよう
になりたい

自分で買い物
に行きたい

介護予防ケアプラン作成のポイント③



出所：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「新しい総合事業における移行戦略のポイント解説」
http://www.murc.jp/sp/1509/houkatsu/seminar/2015/151106.html

総合事業の目指す姿


